
国関整企画第１８４号 

 令和７年１２月２４日 

 神奈川県知事 

 黒岩 祐治 様

国土交通省関東地方整備局長 

橋本 雅道 

（公印省略） 

直轄事業の事業計画等（神奈川県関連分）について（令和７年度補正予算） 

平素から国土交通省直轄事業の推進に当たり、御高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

 さて、当地方整備局における令和７年度補正予算の事業計画等のうち、神奈川県関連分

について、別紙のとおりお知らせいたします。 

（事業計画等は現時点における予定であり、今後変更する可能性があります。） 

 事務担当：（全 般） 国土交通省 関東地方整備局 

企画部 企画課 企画第一係 

TEL:048-600-1329 

 （河 川）    国土交通省 関東地方整備局 

河川部 河川計画課 計画第一係 

TEL:048-600-1335 

 （道 路）    国土交通省 関東地方整備局 

道路部 道路計画第一課 計画第一係 

TEL:048-600-1341 



令和７年度補正　神奈川県における負担額　総括表

（単位：千円）

事業区分 負担基本額 地方負担額

河川関係 2,301,048 767,014

道路関係 1,770,300 605,382

公園関係 - -

港湾関係
（港湾海岸事業を含む。）

- -

空港関係 - -

合計 4,071,348 1,372,396

※端数処理の関係上、合計と一致しないことがある。



令和７年度補正 神奈川県における事業計画（水管理・国土保全局関係）

（単位：千円）

工事費 測量設計費 用地費及補償費 船舶及機械器具費 附帯工事費 事業委託費 事業車両費 計

河川事業

（項）河川整備事業費

（目）河川改修費 1,147,760 24,841 0 0 0 0 0 1,172,601 390,866

（一般河川改修事業）

多摩川
直轄管理区間 L=79km
（築堤、河道掘削他）

1,869 463,000 1,721 0 0 0 0 0 464,721 154,907
東六郷地区河道掘削事業：河道掘削 V=5.8千m3
上布田町地区河道掘削事業：河道掘削 V=44千m3　等

＜負担基本額（他都分
含む）＞
959,300千円

相模川
直轄管理区間 L=7km
（築堤、護岸他）

186 240,000 21,170 0 0 0 0 0 261,170 87,056 中島地区高潮堤防整備事業：高潮堤防整備 L=110m　等

（流域治水整備事業）

鶴見川
直轄管理区間 L=23km
（河道浚渫他）

633 444,760 1,950 0 0 0 0 0 446,710 148,903
栄町通４丁目地区堤防耐震対策事業：地盤改良 N=235本
鶴見川河道掘削事業：河道掘削 V=5.1千m3　等

（目）河川工作物関連応急対策事業費 108,000 10,000 0 0 0 0 0 118,000 39,333

多摩川
直轄管理区間　L=79km
堰等改善

1.0 108,000 0 0 0 0 0 0 108,000 36,000
多摩川水系多摩川河川工作物関連応急対策事業：二ケ領宿河原
堰設備改善　等

相模川
直轄管理区間　L=7km
防潮ゲート改善

0.1 0 10,000 0 0 0 0 0 10,000 3,333
相模川水系相模川河川工作物関連応急対策事業：千石河岸防
潮ゲート扉体設備改善

海岸事業

（項）海岸事業費

（目）海岸保全施設整備事業費 392,000 10,000 0 75,000 0 0 0 477,000 159,000

西湘海岸 直轄施行区域　Ｌ＝12,720m 320 392,000 10,000 0 75,000 0 0 0 477,000 159,000 二宮工区　岩盤型潜水突堤(２号作業ヤード造成)　等

災害復旧事業

（項）河川等災害関連事業費

（目）河川等災害関連事業費（河川大規模　元年災） 533,447 0 0 0 0 0 0 533,447 177,815

多摩川
多摩川　L=31.0km
堰改築　1式

227 533,447 0 0 0 0 0 0 533,447 177,815
多摩川緊急治水対策プロジェクト（大田区羽田地区～府中市南町
地区、川崎市川崎区殿町地区～多摩市関戸地区）：河道掘削
V=69千m3　（令和7年度完成予定）

<負担基本額（都分含
む）>
1,711,895千円

2,181,207 44,841 0 75,000 0 0 0 2,301,048 767,014

（注） 　「負担基本額」の欄については、当該都道府県の負担対象となる額を記載しています。

複数都府県間でアロケーションがなされる事業の「全体事業費」は他都分を含む額を記載しています。

河川事業等の整備内容については、20～30年後までに順次完成することを目途としています。

事　　業　　種　　別 箇　　所　　名 全体事業規模
全体事業費

（億円）

負　　担　　基　　本　　額
地方負担額 令和７年度事業内容 備　　考

合　　　　　　　　　計

全体事業費については、事業工程上の必要額を便宜的に記載したものであり、災害の発生状況、毎年度の予算状況、用地・工事の進捗等により変更されることがあります。



令和７年度補正　神奈川県における事業計画（道路関係〔直轄〕）

改築事業

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事費
事　業
車両費

L=7.5km 5,700 410,000 240,000 0 0 0 0 650,000 216,666

・調査推進：
　　調査設計
・工事推進：
　　藤沢地区改良工

L=8.4km 900 487,000 53,000 0 0 0 0 540,000 180,000

・調査推進：
　　調査設計
・工事推進：
　　伊勢原地区ほか改良工

L=5.2km 300 0 60,000 0 0 0 0 60,000 20,000
・調査推進：
　　調査設計

L=35.1km 3,190 150,000 130,000 0 0 0 0 280,000 93,333

・調査推進：
　　調査設計
・工事推進：
　　夏島地区改良工

1,047,000 483,000 0 0 0 0 1,530,000 509,999  

（注）地方負担額については、千円未満の端数処理の関係で合計が負担額通知と合わない場合がある。

（注）備考欄の開通予定については、事業進捗等により今後、変更する場合がある。

（注）都道府県及び政令市をまたぎ実施する事業の事業規模、全体事業費については、他の都道府県政令市の区間を含む。

（注）備考欄に開通予定の記載がない区間については、完成に向けた円滑な事業実施環境が整った段階で開通時期を確定する予定である。

合　　　　計

国道246号 厚木秦野道路

国道246号
厚木秦野道路
（伊勢原西～秦野中井）

国道357号
東京湾岸道路
（神奈川県区間）

備考内　　　訳
計

負担基本額（千円）

地　方
負担額 Ｒ７補正事業内容

国道468号
首都圏中央連絡自動車道
（横浜湘南道路）

箇所名等 事業規模
全体事業費

（億円）



令和７年度補正　神奈川県における事業計画（道路関係〔直轄〕）

電線共同溝事業

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事費
事　業
車両費

67,000 0 0 0 0 0 67,000 33,500

つきみ野電線共同溝 L=1.1km 8 67,000 0 0 0 0 0 67,000 ・本体工事（引込連系管路工事等含む）

67,000 0 0 0 0 0 67,000 33,500  

（注）地方負担額については、千円未満の端数処理の関係で合計が負担額通知と合わない場合がある。

（注）備考欄の開通予定については、事業進捗等により今後、変更する場合がある。

（注）備考欄に開通予定の記載がない区間については、完成に向けた円滑な事業実施環境が整った段階で開通時期を確定する予定である。

合　　　　計

備考内　　　訳
計

国道16号 神奈川16号電線共同溝

箇所名等 事業規模
全体事業費

（億円）

負担基本額（千円）

地　方
負担額 Ｒ７補正事業内容



令和７年度補正　神奈川県における事業計画（道路関係〔直轄〕）

交通安全事業（Ⅱ種）

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事費
事　業
車両費

－ － 25,000 0 0 0 0 0 25,000 12,500 防護柵

－ 25,000 0 0 0 0 0 25,000 12,500   

（注）地方負担額については、千円未満の端数処理の関係で合計が負担額通知と合わない場合がある。

合　　　　計

備考内　　　訳
計

国道1号 －

箇所名等 事業規模
全体事業費

（億円）

負担基本額（千円）

地　方
負担額 Ｒ７補正事業内容



令和７年度補正　神奈川県における事業計画（道路関係〔直轄〕）

災害復旧事業

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事費
事　業
車両費

国道1号
神奈川県足柄下郡箱根町
箱根

L=46m 148,300 106,500 38,500 3,300 0 0 0 148,300 49,383
調査設計、用地買収、道路土工、仮設工、落石等対策工、
法面工

106,500 38,500 3,300 0 0 0 148,300 49,383   

（注）地方負担額については、千円未満の端数処理の関係で合計が負担額通知と合わない場合がある。

（注）負担率は公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法第５条の規定により第４条第１項第１号に定める率としているが、今後同項第２号及び第３号並びに激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律第４条に基づく国庫負担率の算出により、地方負担額が変更となる可能性がある。

備考内　　　訳
計

合　　　　計

箇所名等 事業規模
全体事業費

（千円）

負担基本額（千円）

地　方
負担額 Ｒ７年度事業内容




